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研究成果の概要（和文）：将来的な農地の規模拡大や集約化が見込めない中山間地域の現場では、その実態に即
した農地保全策が求められている．本研究では長野県富士見町など2地区を対象に、実践支援を伴いながら、農
地利用者の営農、農地利用の変遷と獣害対策、農地保全の新たな担い手の実態を解明した．そして、これらの調
査結果に基づき、農地保全戦略として「内発的農地保全」を提案し、その具現化に向けた実践支援のあり方をワ
ークショップや座談会の開催を通して検討した．また、こうした「場」における意思決定支援ツールをWebGISを
用いて構築した。これら一連の研究と実践支援の成果を、計画・方法論的に積み上げ体系化し、内発的農地保全
手法を構築した。

研究成果の概要（英文）：Areas in which the scale expansion and the aggregation of farmlands are not 
expected in the future require an appropriate method of preservation based on the characteristics 
unique to each area. Under these situations, we conducted a pilot experiment to construct a 
collaborative system of endogenous farmlands preservation with support from Godo District, Fujimi 
Town, Nagano Prefecture and Niiharu District, Minakami Town, Gunma Prefecture.
This study reveals mainly following two points; the first is farming characteristics of farm land 
users and owners, and the second is changes in farmland use from viewpoints of farmland leases and 
wildlife damage management. Furthermore, applying these results into the WebGIS, the prospects of 
its farmlands utilization are suggested at several roundtable conferences.Based on these results, I 
proposed a method for supporting endogenous farmland preservation in hilly and mountainous areas.

研究分野：農村計画
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１．研究開始当初の背景 
2011年 10月、農林水産省は中山間地域に
対しても土地利用型農業で 10～20haの経営
体が大宗を占める構造を目標に掲げ、これに
伴い「人・農地プラン」（2012）の作成によ
り農地と担い手を集約化した強い経営体の
育成ビジョンを描くことを推奨している。 
しかし、小規模で条件不利な農地が大きな
割合を占め、過疎・高齢化、担い手不足、耕
作放棄地に悩む多くの中山間地域では、こう
した政府の指針に沿った活動の実践は困難
である。一方、これらの地域では、将来への
不安を感じながらも高齢農業従事者が“何と
か後世に農地を残したい”という想いで営農
を続けており、その実情に即した農地保全策
が現場で強く求められている。 
「規模の大小、動機、方法は様々でも、高
齢農家世帯が元気な 10 年のうちに、将来を
見据えて地域内外の主体との連携を図りな
がら意欲的かつ戦略的に農地保全に取り組
む」という中山間の現場の実情に即した農地
保全のビジョンを持つことが肝要であると
考え、これを内発的農地保全と定義した。 
本研究はその実現に向けての具体的な研
究課題の遂行を現場での社会実験を通して
行なうことで、計画論的観点から内発的農地
保全の支援手法の構築を目指すものである。 
現在、特定の個人や営農組織などが中心とな
って多様な主体との連携により耕作放棄地
解消やアグリビジネスを実践するといった
内発的農地保全に関連する報告は枚挙に暇
がないが、こうした活動を計画論的観点から
分析する研究はない。 
 
２．研究の目的 
先行研究の到達点と限界点、及び申請者自
身の現場での農地保全を基軸とした地域活
性化の実践支援経験を踏まえた上で、内発的
農地保全に向けた現下の実践的な課題とし
て、a.農地貸借の円滑化、b.不在地主・土地
持ち非農家への対応、c.適正な獣害対策、d.
アグリビジネスの創出、さらには a～d の根
底にある課題として e.住民内発力の向上、f.
意思決定支援を設定した（図 1）。 

 本研究では、課題 a～fに土壌物理や植生

などの専門家の協力を得ながら学際的に取
り組み、「土地利用計画」「組織体制」「合意
形成」の観点から成果を計画・方法論的に積
み上げて、中山間地域における内発的農地保
全の支援手法を構築する。 
 
３．研究の方法 
（１）研究目的の体系 
本研究での対象地域は「地域 A：地域支援
活動を通して社会実験を行いながら実際に
支援手法を構築する地域」と「地域 B：課題
a～f に関する先進事例として地域 A に援用
できる手法や理論を分析する地域」の 2種類
とする。地域 Aは、群馬県みなかみ町新治地
区「たくみの里」と長野県富士見町御射山神
戸地区とする。地域 Bは島根県美郷町吾郷地
区、山口県長門市俵山地区など 4地区とする。 
本研究の体系を図 2に示す。実践的な課題

a～f に対して小目的 1～5 を設定した。地域
Aでは課題 a・b・c・dに関する【1.物理的・
社会的環境からみた農地利用変容プロセス
と課題の解明】（小目的１）を設定し，地域 B
では課題 c・dに関する【2.アグリビジネス指
向型地域社会システムの形成プロセスと運
営実態の定性的・定量的分析】（小目的 2）な
どを設定した。また、地域 Aと Bの双方で共
通の小目的 4と 5を設定した。 
さらに、小目的での結果に基づき、地域 A
では「土地利用計画・組織体制・合意形成か
らみた成果・課題の整理」、地域 B では「地
域 Aに援用できる手法・論理の析出」を行い、
その上で『Ⅰ.課題 a～dへの対策を内包した
土地利用計画手法の策定支援』など 3つの中
目的を設定した。これら階層ごとの研究目的
を遂行することで、大目的の達成を目指す。 
 
（２）調査・分析手順 
1 年目に地域 A での実践支援・社会実験１
（【小目的 1・4・5】）として、以下の①～④
を実施する。 
① 対象農地の全農地利用者へのヒアリング
調査。調査項目は，「世帯・営農状況」「農
地所有・貸借」「一筆単位での農地利用の
変化（過去 10 年間）」「獣害対策・被害状
況」に関する 50 項目。 
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図 1 内発的農地保全に向けた実践的課題 

中山間地域における内発的農地保全の支援手法の構築

1.物理的・社会的環境からみた農
地利用変容プロセスと課題の解明
（課題a・b・c・d）

2.アグリビジネス指向型地域社会シス
テムの形成プロセスと運営実態の定
性的・定量的分析 （課題c・d）

4.外部主体の定住/農業参入
プロセスと中間支援主体の役
割の解明 （課題a・b・d）

大目的

中目的

小目的
5.住民の内発力の向上要因
の分析、既存集落内組織や
行政機関との連携方法の検
討（課題e・f）

Ⅰ.課題a～dへの対策を内包した
土地利用計画手法の策定支援

Ⅱ.有志組織の設立、及び既存集落内
組織との連携による組織体制づくり支援

地域Bでの事例分析
地域Aでの実践支援・社会実験１

地域Aに援用できる手法・論理の析出

地域Aでの実践支援・社会実験２

土地利用計画・組織体制・合意形成
からみた成果・課題の整理

内発的農地保全に向けた啓発活動
⇒Web-GISによる農地現況の把握、
座談会・ワークショップの開催など

手法として体系化の検討

全国から関連する先進事例を収集

3.不在地主・土地持非農家への対応
と農地貸借形態の分析（課題a・b）

Ⅲ.内発的農地保全の実現に向け
た住民合意形成手法の検証

 
図 2 研究目的の体系図 



② ①の結果を用いてデータベースの作成
（GIS）を行ない、各項目間の関係性を分
析する。特に耕作放棄地、管理のみ農地、
及び獣害の発生要因、作付け農地の将来
的課題に着目。 
③ 新たな担い手（I・Uターン者など）の定
住・就農の経緯・条件、農地貸借の形態・
プロセスなどを人的ネットワーク分析で
解明。仲介役の地元農家の役割（農地貸
借、農作業）にも着目。 
④ 年度末に両地区で座談会を開催。①～③
の結果報告，内発的農地保全の意義（課
題 a～dに関する先進事例紹介）を説明し
た上で，内発的農地保全に対する住民間
の意向を共有化する。 
 
1 年目に地域 Bでの事例分析（【小目的 2・
3・4】）として、以下の⑤と⑥を実施する。  
⑤ 外来者・地元住民協働体制により獣害対
策と 6 次産業化を基軸としたアグリビジ
ネス指向型地域システムの実態（活動内
容，ブランド化，組織構造，運営方法）
と形成プロセスを解明する。 
⑥ 行政担当者へのヒアリング及び論文・文
献レビューにより不在地主・土地持ち非
農家への対応に関する問題構造の整理、
さらに保全すべき農地を明確化して、こ
うした主体との農地貸借が円滑に進んで
いる事例（愛知県豊田市などを選定中）
を分析しその要因を解明する。 
 
2 年目に地域 A での実践支援・社会実験１
（【小目的 1・4・5】）として、以下の⑦～⑨
を実施する。 
⑦ 申請者らが開発した内発的地域づくりを
支援するワークショップ手法を援用し，
住民による地区の特徴・課題の構造的整
理と農地保全のアイディア創出・評価を
行う。 
⑧ 農地所有者(含：不在地主、土地持ち非農
家)への意向調査（相続、貸借など 30 項
目）、耕作放棄地、管理のみ農地の土壌物
理性及び植生の診断(専門家に依頼)を実
施する。これらの結果を②に追加し、対
象農地の現況を Web-GIS により住民が簡
易に把握できるシステムを構築する。 
⑨ 年度末に両地区で座談会の開催。⑦⑧の
結果を基に保全すべき農地の明確化、獣
害に強い農地管理方法について住民の意
向を把握する。 
 
2 年目に地域 Bでの事例分析（【小目的 2・
4・5】）として、以下の⑩～⑫を実施する。 
⑩ 1 年目に定性的に把握した地域システム
の実態を定量的・視覚的に再現する。分
析のソフトウェアは[UCINET]を用いて，
次数，構造同値，中心性，空隙といった
指標を用いて評価を行う。 
⑪ ⑩の結果と定性分析の結果（⑤）を統合
化して、地元住民が外来者との協働体制

を築き人的ネットワークを拡張させてい
く上での要素（仲介役、キーパーソンの
役割など）を析出する。 
⑫ ⑩と⑪の結果を受けて、地区内部に重層
する伝統的社会関係や個人のフォーマ
ル・インフォーマルな関係に焦点をあて
ながら、住民の内発力向上の要因、内発
的農地保全に向けた新規の有志組織の設
立方法、及び有志組織と行政・町内組織
との連携の手順を事例ごとに分析する。 
 
３・4 年目に地域 A での実践支援・社会実
験２と研究総括として、以下の内容を実施す
る。   
地域 Bでの事例分析の成果を援用すること
で地域 Aでの『中目的Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ』の達成に
努める。中目的Ⅰでは，課題 a～d の対策を
内包した住民による土地利用計画案の策定
を支援する。中目的Ⅱでは，内発的農地保全
の実現に向けた有志組織の設立、既存集落内
組織や行政との連携による組織体制づくり
を支援する。中目的Ⅲでは，内発的農地保全
に向て 1 年目から実施してきた座談会と WS
の内容・運営方法を合意形成の方法論の観点
から検証する。 
中目的Ⅰ～Ⅲの成果とそこに至る過程を
計画・方法論的に積み上げ体系化して「中山
間地域における内発的の農地保全の支援手
法」を構築し，最終的な本研究の統括とする 
 
４．研究成果 
（１）地域 A：富士見町での主な研究成果 
長野県富士見町の農地（18ha）の所有者（20
名）、利用者（28 名）、不在地主を対象に営農
状況と意向を詳細に把握した上で、農地の利
用変遷のパターンと要因を解明した。 
対象農地一筆ごとの利用状況をクラスタ
分析により 8つ(C1～C8)に分類し、その分類
別にみた面積と農地利用の変遷を整理した
結果を表 1に示した。その変遷パターンから
C1を「作付け継続型」、C2を「多様に変化型」、
C3 を「管理継続型」、C4 を「放棄から管理へ
変化型」、C5 を「放棄継続型」、C6 を「作付
け中止型」、C7 を「管理から作付けへ変化型」、
C8 を「放棄から作付けへ変化型」にグループ
化できた。 
農地保全計画の策定に向けて、優先的に対
応すべき農地の抽出と対策の検討を行うた
め、農道を境界に対象農地を 5つのエリアに
区分した(図 3)。エリア①は「C5:放棄継続型」
の農地が多く、エリア②は「C2:多様に変化
型」と「C6:作付け中止型」の農地が多く、
エリア③は最も広いエリアで「C1:作付け継
続型」の農地が多く、エリア④はエリア②と
同様の傾向を示しており、エリア⑤は「C1:
作付け継続型」の農地が多いという特徴を有
していた。 
ここではエリア①の課題に着目する。a の
農地は道路に面した「C5:放棄継続型」に属
する農地であり、この農地を鹿が通ることで



近隣農地への獣害被害が問題となっていた。
そのため、耕作放棄地を解消し緩衝帯として
管理のみ農地にする等の対策が必要である
と考えられる。また bの農地群は山際の耕作
放棄地に隣接しており、P氏(71 歳)によって
利用されている。同氏は当面 5年間の営農継
続意向を示しているが後継者がいない。その
ため P 氏の引退後、b の農地群が耕作放棄地
となった場合、近隣の農地へと獣害被害が拡
大する可能性が考えられる。 
また、これらの成果を題材に意見交換会を
開催し、地域住民が一体となった農地保全へ
の意識醸成が図れた一方で、実際の行動に移
す際の課題の存在が明らかとなった。 
 
（２）地域 A:みなかみ町での主な研究成果 
「たくみの里」の土地利用状況を農地（作
付地・管理のみ・耕作放棄地）と農地以外に
4分類した後、14 細目に区分した。農地に占
める作付地の割合は 78.3%であったのに対し、
耕作放棄地は 14.9%であった。耕作放棄地は
3 細目（草本・笹桑・林地化）に区分でき、
草本の耕作放棄地が 70％を占めた。 
農地利用状況と観光資源の分布に着目し、
4 つのエリアを設定し、エリアごとの特性を
解明した（図 4）。その中で、エリア①（須川
集落）を例にみると、メインストリート沿い
は白壁の家屋や GT 施設が立ち並び、電柱移
設や住民による花植え活動により美しい集
落景観が整備されている。その東側裏手の農
地には草本レベルの耕作放棄地（1.4ha）が
みられ、獣害（サル）が深刻化し、来訪者へ
の危害も懸念されていることが明らかとな
った。さらには、各エリアの農地保全に関す
る活動組織と活動内容を把握し、地域システ
ムとして図式化して整理した。さらに、これ
らの結果を踏まえて、エリアごとに土地利用
計画に資する課題を抽出した（図 5）。 

地域運営システムの再編に向けた基礎的
知見を得るため、現在の組織間関係を定性・
定量的双方の側面から分析した。その結果、
(1)システムを構成する主要組織として 9 組
織を抽出でき他組織との紐帯数は207本であ
ること、(2)紐帯の内容は 4 項目(「物品/金
銭」「情報」など)に分類できたこと、(3)具
体的な紐帯内容と社会ネットワーク分析(図
6)により主要組織の特性、を明らかにした。 
 

表 1 クラスタ別にみた農地利用の変遷 

作付け 管理 放棄 作付け 管理 放棄 作付け 管理 放棄 作付け 管理 放棄
C1 1026.7 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0%
C2 202.4 56% 28% 15% 10% 74% 15% 21% 74% 5% 44% 36% 21%
C3 101.8 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0%
C4 98.8 0% 0% 100% 0% 58% 42% 0% 100% 0% 0% 100% 0%
C5 111.1 25% 0% 75% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100%
C6 97.7 77% 0% 23% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 0% 69% 31%
C7 117 0% 100% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0%
C8 33.9 0% 0% 100% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0%
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図 3 エリアごとにみた農地利用の変遷 

 

図 4 エリアごとにみた「たくみの里」の土地利用の状況

 

図 5 「たくみの里」の土地利用計画策定に向けた検討課題 

 

図 6 地域システム再編に向けた組織間連携の実態 



（３）地域 B：島根県美郷町など 
経営学における「場」の論理を援用し、内
発的発展の先進地（島根県美郷町）を事例に
住民の内発性が醸成され発現していく過程
と要件を解明した。内発的発展の過程（5 段
階 19 細目）を分析した結果、STEP4（実験圃
場、直売所の開設）が発展過程の基盤となっ
ていた。直売所で「場」が生まれ、その生成
過程を心理面から解明した。 
また、山口県長門市俵山地区を事例として、
住民の内発的な行動を促すとされる地域愛
着に着目し、その概念整理と評価尺度の検討
を行った上で、地域愛着に影響を及ぼす要因
を明らかにした。共分散構造分析の結果から、
地域愛着に影響を及ぼす要因として【住民の
人柄】や【住民との交流】など 4つが明らか
となった。またヒアリング調査から、定量分
析では除外された【来訪者との交流】を含め
4 つの要因を抽出した。さらに、定量・定性
双方の分析により抽出した8つの要因間の関
係性を明らかにした。 
これら地域 B における事例分析を通して、
内発的発展における主体間連携、内発性醸成
の支援方法で有益な知見が得られた。 
 
（４）研究成果の統合と総括 
地域 A（実践支援、社会実験）と地域 B（先
進事例の分析）において以下の通り、調査と
実践支援を実施した。１．地域 A（群馬県み
なかみ町、長野県富士見町） 両町において、
内発的農地保全の実現に向けた有志組織の
設立、既存集落内組織や行政との連携による
組織体制づくりを支援した。また、その過程
では、以下に示す、内発的農地保全戦略を共
通認識として持ちながら、アンケート調査や
ネットワー分析を用いて、組織間関係を定
性・定量的双方の側面から分析した成果を適
宜示しながら、関係者（役場や農家など）の
意思決定支援を図った。 
内発的農地保全戦略：「将来的に全ての農
地で作付けによる利用を目指すのではなく
周辺農地の状況を踏まえながら，保全農地の
明確化の検討が必要である．例えば，獣害に
強い集落デザインという考えもあるように，
耕作地の集約化，耕作放棄地を山際に配置し
て刈払い農地との緩衝地帯を創出するなど
ゾーニングの方法も有効である．そのために
は“一体的な農地利用のあり方を検討する
必要性”とともに，“個人での営農活動の限
界性”と“地元農家同士のみならず地元農
家と新たな担い手の連携の重要性”を農地
利用者，及び農地所有者（利用者と所有者が
異なる場合）も認識することが重要である」 
一方、本研究の大目的である内発的農地保
全の支援ツールに関しては WebGIS を構築し
た（図 7）。具体的には、これまでの研究成果
を GIS 上に整理し、それらのデータの Google 
Map への反映を、Google Map API が有する KML
データおよび画像データの地図上へのオー
バーレイ機能を主に用いたて行なった。また、

地域 B で得た成果を踏まえながら、1 年目か
ら実施してきた座談会と WS の内容・運営方
法を合意形成の方法論の観点から検証した。
最後に、これまでの一連の研究、実践支援の
成果を、計画・方法論的に積み上げ体系化し
て「中山間地域における内発的の農地保全の
支援手法」を構築した。 
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